
1 評価区分等

2 評価検証結果

　取組評価区分別件数

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

取組の達成 4 3 2 3

計画の達成 17 18 24 23

取組中（検討中） 9 9 4 4

取組なし 0 0 0 0

30 30 30 30

3

　【令和６年度】

担当係 《期末》報告

（R6） 評価区分

① 1 政策推進課 協働推進係 Ｃ

② 2 政策推進課 協働推進係 Ｂ

③ 3 政策推進課 協働推進係 Ｂ

④ 4 政策推進課 協働推進係 Ｂ

⑤ 5 防災対策課 危機管理係 Ｂ

⑥ 6 防災対策課 危機管理係 Ａ

① 7 美力発信課 情報統計係
ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ係

Ｂ

② 8 政策推進課 協働推進係 Ｂ

③ 9 政策推進課 総合戦略係 Ｂ

① 10 総務課 財産管理係 Ｂ

② 11 総務課 財産管理係 Ｃ

① 12 政策推進課 総合戦略係 Ｂ

② 13 総務課 財政管理係 Ｃ

① 14 総務課 庶務係 Ｂ

② 15 美力発信課 情報統計係 Ｂ

2

「効率的で
実効性の高
い行政運
営」

（１）
公共施設等の総合的
なマネジメント

「町公共施設等総合管理計画個別施
設計画」等による公共施設等の適正
な維持管理

指定管理者制度導入効果の検証方法
の検討・実施及び長期継続契約事業
の集約化の推進

（３） リスク管理の推進

リスクコントロール（内部統制制
度）の導入を見据えた検討

情報セキュリティ対策の強化

（２） 事務事業の見直し

継続的な事務事業の見直し

電子決裁の導入検討

ブロック協議会エリアにおける自主
防災会の組織化

ブロック協議会等における防災活動
の促進

（２）
積極的な情報発信と
コミュニケーション
の充実

積極的な行政情報の発信

広聴事業におけるブロックエリア化
の推進

各種計画、方針等の策定における住
民参画

整理
№

担当課

1
「協働のま
ちづくり」

（１）
ブロック協議会によ
る深化したまちづく
りの醸成

まちづくり委員会の組織化の協議・
検討

ブロック協議会助成金等の再構築に
係る検討

コミュニティセンターへの移行の検
討

地域担当制の継続によるブロック協
議会の活動支援

改革推進の視点 推進項目 取組項目

Ｂ

Ｃ

Ｄ

合　　計

『第４次山辺町行財政改革 前期アクションプラン』進行管理

Ａ

Ｂ 計画の達成
　取組内容等が計画にそって推進され、計画どおり達成されているか、または概ね達成されている
（取組に改善の余地がある）項目【数値目標があるものは、その数値目標に達しているか、または
８割程度達成していると思われる項目。８０～１００％】

Ｃ 取組中（検討中）
　取組内容等が、計画達成までは至らず取組中の項目。または取組前の検討段階の項目【数値目標
があるものは、その数値目標に達しておらず、達成状況が８割未満と思われる項目。７９％以下】

Ｄ 取組なし 　取組内容等の検討も行われず、取組の進捗が見られない項目

取組評価区分
件数

第４次山辺町行財政改革取組推進状況（前期アクションプラン進行管理）

評価区分 評価区分の内容 評価区分の基準内容

Ａ 取組の達成
　取組内容等が計画にそって推進され、その取組がより効果的に実施されている（目標以上の成果
が上がっている）項目【数値目標があるものは、その数値目標を超えている項目。１００％超】



担当係 《期末》報告

（R6） 評価区分

整理
№

担当課改革推進の視点 推進項目 取組項目

（４） ① 16 政策推進課 総合戦略係 Ｂ

（５） ① 17 美力発信課 情報統計係 Ｂ

① 18 総務課 庶務係 Ｂ

② 19 総務課 庶務係 Ｂ

③ 20 総務課 庶務係 Ｂ

（２） ① 21 総務課 庶務係 Ｃ

① 22 総務課 財政管理係 Ａ

② 23 建設課 下水道係 Ｂ

③ 24 総務課 財政管理係 Ｂ

① 25 税務課 納税係 Ｂ

② 26 美力発信課 ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ係 Ａ

③ 27 総務課 財産管理係 Ｂ

④ 28 総務課 財政管理係 Ｂ

⑤ 29 政策推進課 総合戦略係 Ｂ

（３） ① 30 政策推進課 総合戦略係 Ｂ

新たな歳入確保に係る方策の調査・
検討

各種団体等への補助
金等の適正化

補助金等の適正化に向けた方針策定

効率的で機能的な組織機構の検討と
適正な定員管理

4
「持続可能
な財政運
営」

（１） 財政健全化の推進

安定した財政運営

公営企業会計の安定的な経営

財政健全化に対する理解の促進

（２） 歳入の確保と強化

「町税等収納対策基本計画」の推進
強化及び納付環境の充実

ふるさと納税の推進

普通財産（遊休財産）の処分、利活
用に係る年次計画の策定及び推進

各種手数料及び使用料等の見直し

スマート自治体への
対応

標準システム導入への対応と業務プ
ロセス標準化の検討

3
「人材及び
組織力の向
上」

（１）
職員の資質向上と
ワーク・ライフ・バ
ランスの推進

人材育成基本方針のさらなる推進と
研修の充実

働きやすい環境づくり

人事評価制度の効果的な運用

組織機構と定員管理
の適正化

2

「効率的で
実効性の高
い行政運
営」

広域連携の推進
山形連携中枢都市圏における連携事
業の強化


